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案 件 番 号 案    件    名 提 出 課 ページ 
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所 管 委 員 会 厚生常任委員会 

関 係 案 件 議案第１号 

提  出  課 生活援護課 

 

歳出科目（Ｐ20～Ｐ21） 3款 1項 1目 社会福祉総務費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

要援護世帯除雪費助成事業 45,680 18,000 63,680 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

一般財源          18,000  扶助費             18,000  

 

【補正理由】 

年初からのまとまった降雪により、今後の要援護世帯の除雪支援に要する経費に不足が

見込まれることから、必要な経費を増額するもの 

 

【補正内容】 

（財源内訳） 

区 分 補正前 補正額 補正後 

一般財源 45,680 18,000 63,680 

 

（歳出） 

区 分 補正前 補正額 補正後 

扶助費 要援護世帯除雪費助成給付費 45,680 18,000 63,680 
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歳出科目（Ｐ20～Ｐ21） 3款 1項 1目 社会福祉総務費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

生活困窮者自立支援事業 95,847 630,510 726,357 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

国庫支出金        557,664 

県支出金       43,495 

一般財源          29,351 

 需用費               273 

役務費            7,094 

委託料             3,000 

負担金補助及び交付金 

540,000 

扶助費       79,000 

 

【補正理由】 

国の重点支援地方交付金を活用し、エネルギー・食料品価格等の高騰の影響が大きい住

民税非課税世帯に 1 世帯当たり 3 万円、住民税均等割のみ課税世帯に 1 万 5 千円を支給す

るとともに、住民税非課税世帯に対し、灯油購入費助成金を支給するための経費を増額す

るもの 

 

【補正内容】 

（財源内訳） 

区 分 補正前 補正額 補正後 

国庫支出金 
物価高騰対応重点支援地方創生臨

時交付金 
0 557,664 557,664 

県支出金 灯油購入費助成事業補助金 0 43,495 43,495 

一般財源 0 29,351 29,351 

合  計 0 630,510 630,510 

 

（歳出） 

区 分 補正前 補正額 補正後 

報酬 会計年度任用職員報酬 0 332 332 

職員手当等 時間外勤務手当 0 800 800 

旅費 会計年度任用職員費用弁償 0 11 11 

需用費 消耗品費 0 273 273 

役務費 通信運搬費・手数料 0 7,094 7,094 

委託料 システム運用管理業務委託料 0 3,000 3,000 

負担金補助 

及び交付金 
くらし応援給付金 0 540,000 540,000 

扶助費 灯油購入費助成金 0 79,000 79,000 

合  計 0 630,510 630,510 
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【実施概要】 

区 分 くらし応援給付金事業 灯油購入費助成事業 

基準日 令和 8年 1月 1日 

助成額 

1世帯当たり 3万円（非課税世帯） 

又は 

1万 5千円（均等割のみ課税世帯） 

1世帯当たり 5千円 

対象世帯数 

見込み 

非課税世帯 15,800世帯 

均等割のみ課税世帯 4,400世帯 
非課税世帯 15,800世帯 

事業経費 543,519千円 86,991千円 

初回振込 

(予定) 
令和 8年 3月中旬 

申請期限 令和 8年 6月 30日 
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提  出  課 高齢者支援課 

 

歳出科目（Ｐ20～Ｐ21） 3款 1項 1目 社会福祉総務費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

介護保険施設・障害者施設等 

物価高騰対策支援事業 
0 331,409 331,409 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

国庫支出金    298,268 

一般財源           33,141 

 負担金補助及び交付金 

                  331,409 

 

 

【補正理由】 

国の重点支援地方交付金を活用し、エネルギー・食料品価格等の高騰の影響による負担

の軽減を図るため、介護保険施設及び障害者施設等を運営する法人を対象に、光熱水費、

燃料費及び食事の提供に要する費用の一部を支援するための経費を増額するもの 

 

【補正内容】 

○介護保険施設・障害者施設等物価高騰対策支援金  331,409 

（財源内訳） 

区 分 補正前 補正額 補正後 

国庫支出金 
物価高騰対応重点支援地方創生臨

時交付金 
0 298,268 298,268 

一般財源 0 33,141 33,141 

合 計 0 331,409 331,409 

 

（歳出） 

区 分 補正前 補正額 補正後 

負担金補助

及び交付金 

介護保険施設・障害者施設等物価

高騰対策支援金 
0 331,409 331,409 

合 計 0 331,409 331,409 
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【実施概要】 

⑴ 光熱水費、燃料費支援  252,021 

・対 象 者：市内で介護保険施設及び障害者施設等を運営する法人 

・支援内容：介護保険施設及び障害者施設等における影響額のおおむね 5 割を目安とし

て支援単価を設定し、定員又は事業所数に応じて支援するもの 

＜介護保険施設等＞ 

サービス種別 支援単価 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設など 定員 1人当たり 34,000円 

短期入所生活介護 定員 1人当たり 23,000円 

認知症対応型共同生活介護 定員 1人当たり 30,000円 

サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホ

ームなど 
定員 1人当たり 14,000円 

通所介護、小規模多機能型居宅介護など 定員 1人当たり 21,000円 

訪問介護、居宅介護支援など 1事業所当たり 205,000円 

＜障害者施設等＞ 

サービス種別 支援単価 

施設入所支援（併設短期入所を含む。） 定員 1人当たり 14,000円 

短期入所（単独型）、宿泊型自立訓練 定員 1人当たり 23,000円 

共同生活援助（併設短期入所を含む。） 定員 1人当たり 10,000円 

生活介護、自立訓練、就労移行支援など 定員 1人当たり 12,000円 

地域活動支援センター 1事業所当たり 34,000円 

相談支援事業所、居宅介護など 1事業所当たり 205,000円 

救護施設 定員 1人当たり 15,000円 

 

⑵ 食費支援  79,388 

・対 象 者：市内で特定入所者及び特定障害者が入所する介護保険施設及び障害者施設を

運営する法人 

・対象施設：（介護）介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、短期入所生

活介護、短期入所療養介護、地域密着型介護老人福祉施設：全 64

施設 

（障害）施設入所支援：全 3施設 

・支援内容：特定入所者及び特定障害者に対する食費を対象として、施設における負担軽 

減を目的に、物価高騰による施設の食費の負担増加分のおおむね 5割を目安 

として支援単価を設定し支援するもの 

（介護）特定入所者実人数（見込み）：1,600人 

    延べ人数（見込み）：584,000人 

（障害）特定障害者実人数（見込み）：170人 

    延べ人数（見込み）：62,000人 

・支援単価：（介護）1人当たり 1日 120円 

      （障害）1人当たり 1日 150円 
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